
は  じ  め  に 

 
本県の財政状況は、平成10年度以来、数次にわたる財政構造改革の努力にもかかわら 

ず依然として巨額の財源不足が生じています。 

      また、昨年秋からの世界的な同時不況は、県内企業等にも大きな影響を及ぼしており、 

製造業のウエイトの高い本県においては、法人二税などの県税収入が大幅に減少していま 

す。 

このような事態を受け、本年６月に財政収支見通しを試算したところ、現行の「財政構 

造改革プログラム」等に沿った取組を行ったうえでもなお、平成22年度において230 

億円の財源不足額が見込まれる状況となっています。 

 また、財源調整的な基金である「財政調整基金」や「県債管理基金」の平成21年度末 

の残高見込みが、あわせて50億円程度になるなど、本県の財政状況は、これまでにない 

危機的な状況となっています。 

 このため、県では現行の「財政構造改革プログラム」や「収支改善に向けた更なる見直 

し」に加えて、大幅な事業見直しなど、財源不足への対応に取り組んでいるところです。 

         このような中で、平成22年度予算編成においては、「財政構造改革プログラム」等の 

着実な実行に加えて、歳入歳出全般にわたって、さらに一層の見直しを行うことにより、 

財源不足の縮減に向けた取組を進める一方で、県民の「生命
いのち

」を守り育て、次世代につな 

げる施策や、未来に向けての種まきとなる施策に一層の重点化を図るなど、「県民の生命
いのち

 

とくらしを守る」ことを最優先で考えながら、個性豊かで活力あふれる滋賀の未来を支え 

る「次世代の育成」を目指して全庁挙げて取り組むこととしています。 

この財政事情は、本県の財政がどのような状況にあるのか、またどのような運営をして

いるのかなどを県民のみなさんに広く知っていただくため、年２回（５月と11月）定期

的に公表しているものです。 

今回は、平成20年度決算の概要、平成21年度上半期における予算の補正状況やその

執行状況、各公営企業の業務状況等について報告するとともに、健全化判断比率および資

金不足比率などの各種指標や新地方公会計モデルによる財政分析についてお知らせします。 
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